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このツールは、大分県内を訪れた観光客が本県経済にもたらす経済波及効果を推計する場合に使用します。 
観光客数や 1 人当たり消費単価しか把握できない場合でも、観光庁等が公表している各種統計データに基づ

き、観光消費額を推計します。 
以下の事例を基にして、操作手順を解説します。 

＜事例＞ 
大分県内で開催されるイベントにおいて、観光客の消費がもたらす経済波及効果を推計する。 

 【想定】宿泊客数 5 千人、日帰り客数 10 万人、1 人当たり消費単価は一般の観光客と同じ 

 

 

1 「ご利用にあたって（必ずお読みください）」シートを確認する 

分析ツール使用上の注意点等を記載していますので、使用前にお読みください。 

 

経済波及効果
分析ツール③ 

使用するシートは、以下の
7 つのシートです。 
・ご利用にあたって 

（必ずお読みください） 
・データ入力表 
・与件データ作成 
・①結果 
・②表 
・③フロー 
・④グラフ 
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2 「与件データ作成」シートに入力する 

「与件データ作成」シートの【ケース 2】に、想定した「宿泊客数 5 千人、日帰り客数 10 万人」を入力
する。 

 

観光消費額の詳細が分からない場合でも、本シートを使用することで簡単なデータから与件データを
算定できるようになっています。 

観光客数、宿泊・日帰り別の人数、1 人当たり消費単価など、把握している項目に応じて、ケース 1
からケース 5 のいずれかにデータを入力してください。 

複数の項目にデータを入力すると、多重カウントになり経済波及効果が過大になりますので、ご注意
ください。 

入力されたデータは、自動計算の上「データ入力表」シートに転記されます。 
また、与件データが詳細に分かっている場合は、「データ入力表」シートに直接データを入力するこ

ともできます。 
 
 

【ケース 2】 
宿泊客数に「5,000」、 
日帰り客数に「100,000」 
を入力する。 
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3 「データ入力表」シートに入力する 

① ～⑤を入力する。 

 

① 

② 

③ 

④ 

⑤ 

「与件データ作成」シートで入力され
たデータが、自動計算の上、部門別発
生需要額として転記されている。 
※詳細なデータが把握できる場合は、
左のセルに直接入力することも可能 

第 2 次間接波及効果の算出で使用する
「消費転換係数」を入力する。 
今回の分析では、現時点での観光客の
分析を行うため、直近の年次の数字を
採用することとし、令和元年の消費転
換係数である「0.594」を採用 

入力した需要増加額が「購入者価格」
なのか「生産者価格」なのかを選択す
る。 
 
今回入力した観光消費額は、観光客が
店頭などで実際に支払った金額である
ので、「購入者価格」を選択する。 
 
【補足説明】 
・「購入者価格」は、消費者が実際に店
で購入するときの価格で、流通コスト
（商業マージン、貨物運賃）が含まれ
ている。 
・「生産者価格」は、生産者が出荷する
ときの価格である。 
※「購入者価格」を選択した場合、自
動的に生産者価格に変換される。 
 

分析テーマを入力する。 
ここで入力した内容は「①結果」シー
ト等に反映される。 

需要額の単位をドロップダウンリスト
から選択する。 
今回は「百万円」を選択する。 
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4 「① 結果」シートの見方 

 

※「③フロー」シートも併せてご覧ください。 

(a) 直接効果 
直接効果とは、初期需要額（観光消費額）の増加によって発生する生産を示します。観光客が県内

で支出する 753 百万円のうち、県内自給率をかけた 527 百万円が直接効果となります。需要の増加
により、該当部門は 239 百万円の原材料等を購入する一方で、粗付加価値 288 百万円（うち雇用者
所得 142 百万円）が発生します。 

この直接効果から、従業者 71 人（うち雇用者 55 人）の就業が誘発されます。 
(b) 第 1 次間接波及効果 

第 1 次間接波及効果とは、直接効果として必要とされる財・サービスが生産されるときに必要とな
る原材料の購入によって誘発される生産を示します。 

直接効果の原材料投入額 239 百万円のうち、県内で調達される県内自給額は 111 百万円であり、
この需要増から 139 百万円の生産が県内各産業に誘発されることになります。 

また、県内に生じた需要増により粗付加価値 74 百万円（うち雇用者所得 34 百万円）が誘発され
ます。 

(c) 第 2 次間接波及効果 
第 2 次間接波及効果とは、直接効果や第 1 次間接波及効果によって発生した雇用者所得が消費に回

り、その消費の拡大の結果、消費される製品の新たな生産が誘発されることを示します。 
直接効果による雇用者所得と第 1 次間接波及効果による雇用者所得を合わせた 176 百万円のうち、

消費に使われる額は 122 百万円となり、この消費額のうち県内で発生する需要増加額から 72 百万円
の生産が県内各産業に誘発されます。 

また、この際の需要増により粗付加価値 56 百万円（うち雇用者所得 20 百万円）が誘発されます。 
(d) 総合効果 

(a)の直接効果から(c)の第 2 次間接波及効果までの合計 
県内最終需要額 527 百万円（観光消費額 629 百万円のうち県内自給分）の増加は、全体として県

内に当初需要の 1.20 倍に当たる 753 百万円の生産を誘発します。また、粗付加価値誘発額は 418 百
万円（うち雇用者所得誘発額 196 百万円）となります。 

(a) 
(b) 
(c) 

(d) 
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5 「②表」シートの見方 

「①結果」シートの生産誘発額等について、部門ごとの内訳を確認することができます。 
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6 「③フロー」シートの見方 

「①結果」シートの生産誘発額等について、産出過程をフロー（流れ図）で確認することができます。 
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7 「④グラフ」シートの見方 

「②表」シートのうち、各部門の生産誘発額、粗付加価値誘発額及び雇用者所得誘発額をグラフで表現し
たものです。 

 

経済波及効果が大きい部門
は「運輸・郵便」、「飲食サ
ービス」等であることが分
かります。 


